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（問Ⅴ－４）債権譲渡の実務においては、債権の譲渡人は譲受人に対し、

債権者としての十分な管理回収を行わせしめ、譲渡人及び譲受人の

経済的利益を保護するため、債権そのものに加えて債務者に関連す

る個人情報を移転することが不可欠であるが、こうした場合にも、

個人情報保護法上、債務者本人から第三者に提供することについて

明示的な同意を得ることが必要なのか。 

（答） 

債権譲渡に際しての債務者に係る「個人データ」の取扱いについては、

以下のような整理が可能であると考えられます。 

債権譲渡に付随して譲渡人から譲受人に対して当該債権の管理に必要な

範囲において債務者及び保証人等に関する「個人データ」が提供される場

合には、個人情報保護法第 23 条により求められる第三者提供に関する本人

の同意を事実上推定できるため、改めて明示的に本人の同意を得る必要は

個人情報保護法上ないものと解されます。 

ただし、上記解釈は、債務者が民法第 466 条第２項に基づく譲渡禁止特

約（注）を求めていないことを根拠としており、例えば、債権譲渡に伴い第三

者提供される「個人データ」の本人が、譲渡禁止特約を結ぶことを要求で

きない立場にある場合等については、「同意の事実上の推定」が及ばない

可能性があることに留意する必要があります。 

また、「債権の管理」とは譲渡及び回収等をいいます。そのため、「個

人データ」が当該債権の譲渡及び回収等に必要といえるか否かについて、

譲渡人等の側で慎重な検討が必要です。仮に、同じ債務者等に関する「個

人データ」であっても、当該債権の管理に必要であるという合理的な説明

ができない場合は、「同意の推定」は及ばないものと考えられます。 

なお、本人たる債務者又は保証人等が債権譲渡に伴う「個人データ」の
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第三者提供について明示的に拒否する意思を示し、これにより、当該債権

の管理に支障をきたし、債権の譲渡人又は譲受人の財産等の保護のために

必要な場合には、個人情報保護法第 23 条第１項第２号の定めに該当するた

め、本人たる債務者等の同意なく当該「個人データ」を債権の譲受人に提

供することができるものと解されます。 

ただし、当該債権の管理に支障をきたすか否かの判断は個別具体的な状

況によるため、それが否定されれば、当該データの譲受人への提供は個人

情報保護法第 23 条に違反したものとなることに留意が必要です。 

このような債権譲渡について第三者提供の同意を事実上推定する考え方

は、証券化の場合にも適用され得ると考えます。証券化の前提である債権

の譲渡に関連して行われるデューデリジェンスや譲受人の選定等、当然必

要な準備行為についても、（債権の管理に必要な範囲に含まれるものとし

て）同意の事実上の推定が及ぶものと解されます。 

したがって、債権譲渡の準備行為のため、当該債権の債務者等に関する

情報を、譲渡先候補者に対して開示することについても、当該「個人デー

タ」の開示が、債権譲渡のために「当然必要な準備行為」であり、「債権

の管理に必要な範囲に含まれる」と認められる場合には、債権の譲渡人等

の側で合理的に説明できる限りにおいて同意の事実上の推定が及ぶものと

解されます。 

（注）民法第 466 条第１項では、「債権は、譲り渡すことができる。ただ

し、その性質がこれを許さないときは、この限りでない。」とされて

おり、また、第２項では、「前項の規定は、当事者が反対の意思を表

示した場合には、適用しない。ただし、その意思表示は、善意の第三

者に対抗することができない。」とされています。民法においては、

このように債権の自由譲渡性が保証されており、譲渡できない性質を

有する、あるいは譲渡禁止特約が付されている債権を除き、債務者の

意思にかかわらず譲渡することが可能となっています。 

第三者提供について明示的に拒否する意思を示し、これにより、当該債権

の管理に支障をきたし、債権の譲渡人又は譲受人の財産等の保護のために
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況によるため、それが否定されれば、当該データの譲受人への提供は個人

情報保護法第 23 条に違反したものとなることに留意が必要です。 

このような債権譲渡について第三者提供の同意を事実上推定する考え方

は、証券化の場合にも適用され得ると考えます。証券化の前提である債権

の譲渡に関連して行われるデューデリジェンスや譲受人の選定等、当然必

要な準備行為についても、（債権の管理に必要な範囲に含まれるものとし

て）同意の事実上の推定が及ぶものと解されます。 

したがって、債権譲渡の準備行為のため、当該債権の債務者等に関する

情報を、譲渡先候補者に対して開示することについても、当該「個人デー

タ」の開示が、債権譲渡のために「当然必要な準備行為」であり、「債権

の管理に必要な範囲に含まれる」と認められる場合には、債権の譲渡人等

の側で合理的に説明できる限りにおいて同意の事実上の推定が及ぶものと

解されます。 

（注）民法第 466 条第１項では、「債権は、譲り渡すことができる。ただ

し、その性質がこれを許さないときは、この限りでない。」とされてお

り、また、第２項では、「当事者が債権の譲渡を禁止し、又は制限する旨

の意思表示（以下「譲渡制限の意思表示」という。）をしたときであって

も、債権の譲渡は、その効力を妨げられない。」とされています。民法に

おいては、このように債権の自由譲渡性が保証されており、譲渡できない

性質を有する債権を除き、債務者の意思にかかわらず譲渡することが可能

となっています。 


